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· 上三川町こども発達支援センター指定管理者業務仕様書
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○問い合わせ先

〒329-0696　河内郡上三川町しらさぎ一丁目１番地

上三川町役場　健康福祉課　障がい福祉係

電話　0285－56－9128　　ファックス　0285－56－6868
E-mail：fukushi01@town.kaminokawa.lg.jp
上三川町ホームページ：https://www.town.kaminokawa.lg.jp/
１ 募集にあたって
　上三川ふれあいの家ひまわり及び上三川町こども発達支援センター（以下「ふれあいの家ひまわり等」といいます。）は、在宅の身体障がい者、知的障がい者及び精神障がい者の自立及び社会参加を図るとともに、その介護を行う者を支援することを目的に、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）の規定による指定管理者制度を導入し、上三川ふれあいの家ひまわりは平成２３年から、上三川町こども発達支援センターは平成３０年から開所しました。
この度、上三川ふれあいの家ひまわりについては第３期目（令和３年４月１日～令和８年３月３１日）、上三川町こども発達支援センターについては第２期目（令和３年４月１日～令和８年３月３１日）の指定管理期間が終了することから、共に令和８年４月１日～令和１３年３月３１日を期間とする指定管理者を募集します。
２ 募集の概要
(1) 施設名称及び所在地　
①　上三川ふれあいの家ひまわり
上三川町大字上三川５０８２番地１５

    ②　上三川町こども発達支援センター
        上三川町大字上蒲生２１０８番地
(２) 指定管理の期間　令和８年４月１日～令和１３年３月３１日（５年間）

(３) 募集及び選定の方法

募集方法は、公募とします。
選定方法は、書類審査及び面接（プレゼンテーション・ヒアリング）により、最優秀提案者を指定管理者の候補者に選定します。

(５) 指定管理者の指定

議会の議決を経て指定管理者に指定します。
３ 対象施設の概要及び業務内容
· 詳細については、別紙「上三川ふれあいの家ひまわり指定管理者業務仕様書」及び「上三川町こども発達支援センター指定管理者業務仕様書」を参照して下さい。
(１) 施設設置の目的

ふれあいの家ひまわり等は、在宅の身体障がい者、知的障がい者及び精神障がい者の自立、並びに社会参加を図るとともに、その介護を行う者を支援することを目的とします。
(２) 実施する障がい者の福祉サービスの内容等

ふれあいの家ひまわり等で実施する障がい者の福祉サービスの種類及びその利用定員と利用料金は、別表１のとおりです。
ただし、利用定員は町と指定管理者との協議のうえ変更できるものとします。
（３）情報公開について
　　　施設の管理運営に当たっては、上三川町情報公開条例（平成１３年上三川町条例第２１号）第２５条の規定に基づき管理に係る情報の公開に関し必要な措置を講じて下さい。
４ 職員配置等

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号）、並びに障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７５号）を満たすとともに、安定的かつ十分な支援を実施するための職員配置を行って下さい。
また、職業指導員及び生活指導員以外の職員については、業務遂行上、必要な職員配置を行って下さい。
５ 経理に関する事項

(１) 利用料金等収入に関する事項
利用者が納付する利用料金、栃木県国民健康保険団体連合会からの自立支援給付費及び町が支払う指定管理料は、指定管理者の収入とします。
なお、授産的事業の収入は、実費弁償分を除き工賃として利用者へ分配することとし、指定管理者の収益とすることはできません。

また、上三川ふれあいの家ひまわりにおける地域生活支援事業及び地域生活支援拠点等整備事業については、町からの委託事業として指定管理者の収入となります。

 (２) 運営等費用の負担
　　　運営、施設及び設備の維持管理に係る経費は、指定管理者の指定管理料及び利用料金等の収入により賄うことを原則とします。
(３) 指定管理料
　年度ごとに締結する協定の中で指定管理料の金額、支払時期、方法等を定め、指定管理者に支払います。
　なお、町が支払う指定管理料の上限は、５年間で上三川ふれあいの家ひまわりについては１１，５００千円、上三川町こども発達支援センターについては１５，０００千円となります。
　上三川ふれあいの家ひまわりにおける地域生活支援事業及び地域生活支援拠点等整備事業に係る委託料は、指定管理料には含まれません。

(４) 指定管理料等の支払い
① 会計年度
会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとします。

② 区分会計の独立

指定管理者は、管理運営に係る経理事務を行うにあたり、自身の法人と独立した会計書類及び経理規定を設けて下さい。

③ 口座管理

本業務に関連する経費の管理は、自身の法人の銀行口座とは別の口座で管理して下さい。

６ 応募に関する事項
　　今回募集する指定管理者は、上三川ふれあいの家ひまわり及び上三川町こども発達支援センターの両施設を管理することとします。

(１) 応募者の資格等

① 応募者の資格

上三川町、宇都宮市、真岡市又は下野市に設置した事業所において、ふれあいの家ひまわり等で実施する事業の実績を有し、本施設において障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第３６条に規定する指定障害福祉サービス事業者の指定を受けることができる社会福祉法人とします。
② 応募の制限

次の事項に該当する者は、応募できません。

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定により、町の入札に参加できない者
イ 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により、町若しくは他の地方公共団体から指定管理者に係る業務の全部若しくは一部を取り消され、その取消しの日から２年を経過していない者、又は当該業務の全部若しくは一部を停止され、停止期間満了の日から１年を経過していない者
ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号)第２条第２項に規定する暴力団、又は暴力団若しくはその構成員若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者が、代表者、役員又は使用人となっている法人。

エ 直近２年間において法人税、消費税、地方消費税、県税及び市町村税を滞納している者

オ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）等により更生又は再生手続きを開始している者
カ 業務を円滑に遂行するための安定かつ健全な財政能力を有しない者
キ 町の提案協議の手続きにおいて、その公正な手続きを妨げた者又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者
(２) 提出書類

指定管理者の指定申請に当たっては、上三川町公の施設における指定管理者の手続等に関する条例施行規則(平成１７年上三川町規則第２６号)第２条の規定による上三川町指定管理者指定申請書（別記様式第１号）の他、次に掲げる書類を添えて提出して下さい。

① 申請書に添付する書類（ウ及びエについては施設別に作成して下さい。）
ア 指定管理者の指定申請に係る宣誓書（様式第３号）

イ 法人の概要書（様式第４号①～③）

ウ 事業計画書（様式第５号）

エ 管理に係る収支計画書（様式第６号）

オ その他（令和７・８年度上三川町入札参加資格名簿に登録されている者については、提出書類(ｱ)～(ｶ)を省略することができます。）
(ｱ) 定款又は寄附行為、及び登記事項証明書（申請日前３か月以内のもの）
(ｲ) 申請書を提出する日の属する事業年度の前事業年度の申請者に関する事業報告書、貸借対照表、収支決算書、財産目録その他の経理的基礎を有することを明らかにする書類（申請書を提出する日の属する事業年度に設立された法人にあっては、その設立時における財産目録）

(ｳ) 申請書を提出する日の属する事業年度の事業計画書及び収支予算書

(ｴ) 役員の名簿及び履歴書
(ｵ) 法人の就業規則、給与規程、経理規程、管理規程等の諸規定

(ｶ) 直近２年間分の法人税、消費税、県税及び市町村税の納税証明書（納税義務者でない場合、未納の税額がないことの証明書）

(ｷ) 直近５年間分の社会福祉業務指導監査に係る結果についての写し（指導事項がある場合は、その改善報告書の写し）
 (３) 提出部数

１１部（正本１部、副本１０部）

なお、申請書類は、やむを得ない場合を除き、原則として日本工業規格Ａ列４とし、ページを付けファイル等に綴じて提出して下さい。

(４) 留意事項

① 事業計画書等の著作権は申請者に帰属しますが、町は指定管理者の選考結果の公表等必要な場合は、事業計画書等の内容を無償で利用できることとします。

② 応募は、１法人につき１件とします。

③ 提出された書類に虚偽又は不正があった場合は、失格とします。

④ 指定申請書受付期間経過後の書類差し替えは認めません。

⑤ 提出された書類は、返却しません。

⑥ 必要に応じ、追加資料の提出を求めることがあります。

⑦ 応募に関して必要な経費は、申請者の負担とします。

⑧ 指定申請書提出後に辞退する場合は、辞退届（様式は任意）を提出して下さい。

⑨ 提出された申請書類は、上三川町情報公開条例（平成１３年上三川町条例第２１号）に基づく情報公開請求の対象となるため、公開することがあります。

７ 指定管理者募集及び選定のスケジュール

(１) 募集要項等の配布期間　　　　　　　令和７年６月１６日(月)～７月４日（金）
(２) 現地視察（※　希望がある場合のみ）令和７年７月１１日（金）
(３) 質問書の受付期間　　　　　　　　　令和７年７月１４日（月）～７月３１日（木）
(４) 質問書の回答期限　　　　　　　　　令和７年８月１９日（火）
(５) 申請書類の受付期間　　　　　　　　令和７年８月２５日（月）～９月５日（金）
(６) 第一次審査（書類審査）　　　　　　令和７年９月上旬
(７) 第一次審査結果の通知　　　　　　　令和７年９月中旬
(８) 第二次審査（ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ・ﾋｱﾘﾝｸﾞ） 令和７年９月下旬～１０月上旬
(９) 第二次審査結果の通知
及び推薦候補者の決定　　　　　　令和７年１０月下旬
(10) 指定管理者の指定（議会の議決）　　令和７年１２月予定
(11) 指定管理者との協定書締結　　　　　令和８年３月

(12) 指定管理業務開始日　　　　　　　　令和８年４月１日

　　
８ 募集の手続きに関する事項

(１) 募集要項等の配布

①　配布期日　令和７年６月１６日(月)～７月４日（金）（土曜、日曜日を除く。）

午前９時～午後５時
②　配布場所　上三川町役場健康福祉課（郵送での配布は行いません。）
なお、町のホームページ（https://www.town.kaminokawa.lg.jp/)からもダウンロードすることができます。
(２) 現地視察
次のとおり現地視察を行います。参加希望者は、現地視察の参加申込書（様式第１号）に必要事項を記入の上、７月４日（金）正午までに提出して下さい。（直接持参・郵送・電子メール・ファックス可）
なお、電子メール及びファックスの場合は、電話にて着信の確認をして下さい。

①　開催日時　令和７年７月１１日（金）午後２時～
②　集合場所　上三川ふれあいの家ひまわり
③　参加人数　各法人２名以内

④　申 込 先　上三川町役場　健康福祉課　障がい福祉係

E-mail：fukushi01@town.kaminokawa.lg.jp
ＦＡＸ：0285-56-6868（電話：0285-56-9128）
(３) 質問の受付・回答

① 質問

ア　受付期間　　令和７年７月１４日（月）～７月３１日（木）午後５時まで
イ　受付方法　　質問書（様式第２号）を町健康福祉課へ提出（直接持参・郵送・電子メール・ファックス可）して下さい。

なお、電子メール及びファックスの場合は、電話にて着信の確認をして下さい。

E-mail：fukushi01@town.kaminokawa.lg.jp
ＦＡＸ：0285-56-6868（電話：0285-56-9128）

　② 回答　
質問に対する回答は、町ホームページ（https://www.town.kaminokawa.lg.jp/）でお知らせします。個別の回答は行いません。
回答日は、令和７年８月１９日（火）を予定しています。

※　質問の内容によっては、回答できない場合があります。

(４) 申請書類の受付期間及び提出方法
①　受付期間　令和７年８月２５日（月）～９月５日（金）
午前９時～正午、午後１時～午後５時とします。

②　提出方法　上三川町役場健康福祉課へ直接持参して下さい。（郵送等不可）
９ 審査及び選定に関する事項

上三川ふれあいの家ひまわり及び上三川町こども発達支援センターの指定管理者審査会設置要綱により設置した、上三川ふれあいの家ひまわり等指定管理者審査会（以下「審査会」という。）において審査し、評価点の最も高い応募者を指定管理者の推薦候補者として、上三川町公の施設指定管理者選定委員会（以下「選定委員会」という。）に報告します。
 (１) 第一次審査（書類審査）
応募書類の受付後、事業計画書の記載内容を審査し指定管理業務の実績及び法人の規模・人員等から第二次審査を求める応募者を３者選定します。
なお、応募者が３者以下の場合、第一次審査は行いません。

(２) 第二次審査（プレゼンテーション・ヒアリング）
第一次審査で選定された応募者によるプレゼンテーション及びヒアリングを実施し、本施設に最も優れた指定管理者の推薦候補者１者を選定します。

 実施時期は、令和７年９月下旬～１０月上旬を予定しています。
内容は、事業計画書の説明及び質疑とし、１法人５０分（説明２５分、質疑２５分）程度の時間を予定しています。その他詳細は、第一次審査の結果とともに後日通知します。

 (３) 審査項目
審査会において各委員が審査を行うに当たっての審査項目は、上三川町公の施設における指定管理者の手続等に関する条例（平成１７年上三川町条例第２６号）の規定に基づき、以下のとおりとします。
① 利用者の平等な利用の確保及びサービスの向上が図られるものであること。

② 公の施設の効用を最大限に発揮するものであること。
③ 公の施設の適切な維持及び管理、並びに管理に係る経費の縮減が図られるものであること。

④ 公の施設の管理を安定して行う人員、資産その他の経営の規模及び能力を有しており、又は確保できる見込みがあること。

⑤ その他町長が定める基準

(３) 選定結果の公表及び通知

審査会の審査の結果を基に、選定委員会が候補者を選定します。
なお、選定委員会終了後、選定結果は町のホームページに掲載するとともに、申請者に対し通知します。

(４) 留意事項

① 申請者が、審査会の委員に接触した場合、若しくは接触しようとした場合は、当該申請者は失格とします。

② 率直な意見交換が損なわれるおそれがあること、また、申請者の信用情報に関する内容が取り上げられる可能性があるため、審査会は非公開とします。

③ 選定結果として応募者名、審査結果の概要等が公開されることを承知のうえ、応募して下さい。

10 指定管理者の候補者選定後の手続き等

(１) 町は指定管理者の候補者となった者と管理運営の業務の細目について協議を行います。この場合、必要に応じて候補者の提案に対し、提案内容の趣旨を変更しない範囲において町が修正を求めることができるものとします。
(２) 指定管理者の指定について、町議会での議決を経た後に基本協定を締結します。協定の発効は、令和８年４月１日の予定です。
また、指定管理期間の各年度の当初に、年度協定を締結します。
　　 なお、議会の議決を経られない場合は、指定管理者として指定できません。

(３) 協定の内容は、以下のとおりです。
① 基本協定の主な内容

ア 指定管理の期間に関する事項

イ 事業計画に関する事項

ウ 利用料金に関する事項

エ 事業報告及び業務報告に関する事項

オ 本町が支払うべき管理費用に関する事項

カ 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項

キ 管理に関し保有する情報の公開に関する事項

ク 管理業務を行うに当たって保有する個人情報の保護に関する事項

ケ 責任分担に関する事項

コ その他町長が必要と認める事項

② 年度協定の主な内容

ア 管理業務の内容に関する事項

イ 指定管理料の額に関する事項

ウ その他
(４) 指定管理者の指定の取消し

指定管理者が指定管理者としての業務を開始する前において、財務状況の悪化等により事業の履行が確実でないと認められるとき、又は社会的信用を著しく損なうなど、指定管理者としてふさわしくないと認められるときは、指定管理者の指定を取り消すことがあります。

11 町と指定管理者の責任分担

町と指定管理者の責任分担は、別表２のとおりとします。但し、表に定める事項に疑義がある場合、又は定めのない事項については、町と指定管理者が協議して定めることとします。
12 モニタリングの実施
　町は、指定管理者の業務の遂行状況や実績を確認するため、モニタリングを行います。実施時期や項目については、協定において定めるものとします。

　なお、モニタリングの結果、問題が発見された場合、町は、指定管理者が必要な改善措置を講じるよう通知や是正通告を行い、それでも改善が見られない場合は、指定を取り消し、又は期間を定めて業務の全部又は一部の停止を命じることがあります。
13 事業の継続が困難となった場合の措置

(１) 指定管理者は、事業の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合は、利用者本位の原則に基づき、速やかに町に報告していただきます。
(２) 指定管理者の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合は、町は指定管理者の指定を取り消す等の措置を採ることとします。

　この場合、町に損害が発生したときは、町は損害賠償請求をすることがあります。

(３) 不可抗力、その他指定管理者の責めに帰することができない事由により管理の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合は、町と指定管理者は管理の継続の可否について協議することとします。なお、一定期間内に協議が整わない場合、指定管理者の協定を解除できるものとします。

(４) 自己の都合により指定管理者側から指定の取消しを求める場合には、引き継ぐ管理業務に支障を及ぼさないよう適切な余裕期間をもって申し出をするものとします。

14 原状回復及び事務引継ぎ
指定管理者は、指定管理の期間が満了するとき（継続して指定管理者に指定されたときを除く）又は指定が取り消されたときは、速やかに、原状回復して町に建物、附帯施設、什器、備品並びに管理に必要なデータ等を引き渡すとともに、町又は新たな指定管理者と十分に事務引継ぎを行うものとします。

ただし、原状回復について町の承認を受けたときは、この限りではありません。
15 その他

(１) 障がい者の雇用について
指定管理者は、障がい者の雇用を促進する観点から、その雇用に積極的に努めて下さい。
（２）町内在住者の雇用について
　　　上三川町在住者を優先的に雇用して下さい。
(３) 納税義務について
指定管理者は、消費税、法人税、法人事業税及び事業所税等の納税義務を負う場合がありますので、事業計画書の作成に当たっては、管轄の税務署等に確認して下さい。
（４）災害発生時について

　　　ふれあいの家ひまわり等は、災害発生時の指定避難所等として指定されています。
そのため、災害発生時に避難所等として使用する必要があるときは、施設の開錠など必要な措置を講じ、避難所等の開設及び運営に協力して下さい。
　別　表　１［３（２）関係］
①上三川ふれあいの家ひまわり

	事　業　名
	利用定員
	利用料金

	生活介護事業
	25人
	厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額とする。

（ただし、利用者が上三川町障がい者等支援施設の設置及び管理に関する条例第４条第１項第２号に該当する者である場合を除く。）

	就労継続支援事業Ｂ型
	25人
	

	地域活動支援センター事業
	10人
	上三川町地域活動支援センター事業実施要綱により定める利用者負担の範囲内

	日中一時支援事業
	5人
	上三川町日中一時支援事業実施要綱により定める利用者負担の額

	緊急一時支援事業
	
	食事代、入浴代、日用品費その他日常生活に必要な経費

	相談支援事業
	
	無料


②上三川町こども発達支援センター
	事　業　名
	利用定員
	利用料金

	児童発達支援事業
	10人
	厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額とする。

（ただし、上三川町障がい者等支援施設の設置及び管理に関する条例第４条第１項第２号に該当する者である場合を除く。）

	放課後等デイサービス事業
	10人
	

	保育所等訪問支援事業
	
	

	日中一時支援事業
	10人
	上三川町日中一時支援事業実施要綱により定める利用者負担の額


別　表　２［１１関係］
	種　　類
	内　　　容
	負担者

	
	
	町
	指定管理者

	書類の誤り・不備に関するリスク
	募集要項の誤り等、町が作成した書類の誤りに関するもの
	○
	

	
	事業計画書等、指定管理者が作成した書類の誤りに関するもの
	
	○

	事業開始の遅延に関するリスク
	町の事由による事業開始の遅延
	○
	

	
	指定管理者の事由による業務開始の遅延
	
	○

	事業の中止・延期に関するリスク
	指定管理者の事業放棄、破たんによるもの
	
	○

	
	指定管理者の責により指定管理者の指定を取り消した場合
	
	○

	
	町の債務不履行
	○
	

	社会リスク
	指定管理者制度導入に関する住民反対運動・訴訟・苦情・要望等に関するもの
	○
	

	
	施設の管理運営に関する住民反対運動・訴訟・苦情・要望等に関するもの
	○
	○

	不可抗力リスク
	風水害・地震等の天災、新型インフルエンザ等の疾病感染症
	○
	○

	物価リスク
	指定管理者期間中の物価及び人件費のインフレ、並びにデフレ及び金利変動
	○
	○

	事故・怪我の発生
	町の責めによる事故・怪我の発生
	○
	

	
	指定管理者の責めによる事故・怪我の発生
	
	○

	利用者数の変動リスク
	施設機能の一部廃止等、町の事情により利用者数が減少し、利用料金収入が減少
	○
	

	
	指定管理者のサービス水準の低下等、指定管理者の責めによって利用者数が減少し、利用料金収入が減少
	
	○

	施設・設備の損傷に対する修繕
	老朽化による修繕、又は予見できる修繕で１件３０万円未満（消費税含む）のもの
	
	○

	
	老朽化による修繕、又は予見できる修繕で１件３０万円以上（消費税含む）のもの
	○
	

	
	老朽化による修繕、又は予見できる修繕において、管理者としての注意義務を怠ったことにより損傷等が拡大した場合
	
	〇

	
	管理者として操作、使用法を誤ったために損傷したもの
	
	〇


※４者以上応募の場合
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